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1 趣旨 

 公益財団法人東日本大震災復興支援財団（以下、「当財団」）は、東日本大震災で被災した地域の子ど

もたちが出来るだけ早く日常の生活を取り戻し、心身の健康を回復維持し、主体性を発揮して希望を持っ

てたくましく成長することをサポートするために、「子どもサポート基金」（以下、「本基金」）を設立し、東日本

大震災で被災した子どもたちの支援活動等を行う団体への助成を行ってきました。 

本年も、被災地域の子どもたちを取り巻く中長期的な課題を解決、解消する活動を継続して支援するた

めに「東北復興子ども支援事業(※以下子ども支援事業)」にて複数年の助成を行います。 

また、子ども支援事業は、単独団体による活動では解決が困難になっている課題の解決や被災地の発

展に繋がる変革を目指し、多様なセクターの団体どうしが緊密な協働体制の下で事業を実施する場合の

支援を行っており、単独団体向けより助成額の上限を引き上げて支援しています。 

これらに加えて、支援活動を継続して行う見込みがある団体の組織基盤作りを目的とした「資金調達力

強化・職員育成事業」での助成も並行して実施します。 

 

2 助成対象事業 

助成対象となる事業は、以下の表のとおりです。両区分を併願することは可能です。 

助成区分 対象事業 

1子ども支援事業  

東日本大震災で被災した地域の子どもたちを取り巻く重要

度の高い中長期化している課題等を解決する為に継続して

行う支援事業。 

2資金調達力強化・職員育成事業 

上記の支援事業を継続して行うために必要となる資金を調

達する体制・能力を強化する事業、支援活動を実施する職

員や、事務・管理業務に従事する職員を育成する事業。 

    

 

3 助成内容 

 区分①「子ども支援事業」  

(1) 助成対象期間   2年以上 3年以内 

          （課題の解決等にかかる期間を申請してください） 

(2) 助成上限額  

・１年あたりの上限額は 1,000万円です。    

・複数の団体が協働し活動を行う場合の１年あたりの上限額は 2,000万円です。 

（複数団体での協働による申請の諸条件については P7～8 助成対象団体を参照） 

(3) 助 成 率  １年あたり 80％以内 （１年ごとに 20％以上の自己負担金が必要です） 

公益財団法人東日本大震災復興支援財団 
「子どもサポート基金」 （2021年度） 応募要項 
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(4) 活 動 分 野  

① 団体の活動分野 

以下の活動分野が助成対象です。（申請の際、実施する事業がどちらなのか選択してください） 

        Ⅰ 課題解決（震災で被災した地域の子どもたちに関する課題の解決を目指す活動） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 人材育成（将来、復興や東北の発展を担う人材の育成を目的とする活動） 

 

 

 

 

 

【 Ⅰ課題解決、Ⅱ人材育成ともに対象とならない支援活動の例 】 

 

 

 

  

＜支援対象者の宿泊を伴うプログラムについて＞ 

支援対象者の宿泊を伴うプログラムの申請については、P11（別紙）に助成条件を記載しています。

必ず別紙をご確認ください。 

② 活動期間 

          ・中長期的な支援活動で、2年以上の活動計画があること。 

・1年のうち 6 ヶ月以上行われる活動で、かつ子どもの参加頻度が月に 1回以上あること。 

（2年目以降も同様です。） 

(5) 助成対象経費   

  助成対象期間の活動費用で、以下の表が対象経費となります。※活動報告時に領収書が必要 

費     目 内     容 

支援スタッフ人件費 

申請事業実務に関わる職員給与・手当、アルバイト賃金 等 

※ただし、当該助成活動における勤務実績・比率等の書面提

出必要 

使用料及び会場賃借料 会議室の使用料、イベント会場代、機器のレンタル代 等 

広告宣伝費 支援活動にかかる新聞、雑誌等への広告掲載料 等 

印刷製本費 チラシ、資料等の印刷費 等 

課題解決を目的とする支援活動の例 

・震災伝承のための活動 

・日常生活を取り戻すための活動 

   - 被災地域の子どもたちの生活環境を改善するための活動 

・心身の健康を回復・維持・増進するための活動 

 - 被災地域の子どもたちの心のケア 

 - 被災地域の子どもたちの居場所・遊び場等をつくる活動 

・その他 

 - 子どもを持つ家庭に対する子育て環境改善のための活動 

人材育成を目的とする支援活動の例 

・主体性を発揮してたくましく成長するための支援活動 

   - 被災地域の子どもたちに対する将来の復興のリーダーの育成を目指す教育活動 

   - 被災地域の子どもたちが地域課題を解決する人材として成長するための支援活動 

・助成金で支援物資等を購入して、そのまま個人に寄付・譲渡・配布等をする活動 

・助成金で、そのまま個人・団体に金銭・有価証券・金券等を配布する活動 

・他団体が主体となって行う活動へのボランティア参加がメインの活動 等 
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通信運搬費 支援活動にかかる電話料、宅配便，郵送料 等 

旅費・交通費 

職員、外部講師交通費 等 

※公共交通機関利用の場合は、最も経済的かつ合理的な交

通機関を利用することとする 

※車両を利用した場合は運行日報に基づき、移動距離で精算

宿泊費( ワークショップ等) 

イベントや研修・ワークショップ等に伴う職員・子ども達の宿泊

にかかる経費

（一人一泊あたり 9,000円(交通費等含む)まで）

消耗品費 
消耗品、燃料費（灯油等）、材料（食料を除く）、書籍等の購入

費 等 

謝金 外部講師への謝金 等 

委託費 支援活動のホームページ制作委託 等 

施設等整備費 支援活動実施に必要な施設等の整備費 

備品購入費 
支援活動実施に必要な備品の購入経費 

※固定資産とならない 20万円未満まで

その他 上記以外で事業に特に必要とされる経費 

(6) 助成対象外経費

・団体運営のための維持管理費（事務所家賃、光熱水費、申請事業実務に関わらない方の人件費）

・飲食費・食料費（※食育プログラム等にかかる材料費を除く）

・不動産及び高額な動産（車両など）

・固定資産となる 20万円以上の設備・物品など

・雑費等使途が不明なもの

(7) 選考の際に重視するポイント

① 課題の明確性

・震災によってどのような課題が生じた、または深刻化したかを明確に把握しているか

・支援地のニーズに基づいた活動で、被災地域の子どもたち・住民の利益に繋がる活動か

② 支援活動の継続性

・活動を継続させるために、活動資金獲得に向けて継続的な工夫・努力等を行っているか

・クレジット寄付、ネット募金、クラウドファンディング等を行っているか

・活動を安定して継続的に実施できる組織基盤があるか

・被災地外からの活動の場合、被災地・被災者へのノウハウ移転を意識しているか

・事業報告は毎年滞りなく行われているか

③ 支援活動の実現可能性

・計画が具体的で、計画を実現するための手法が明確で適切であるか

・課題解決、目標達成に向けて必要な関係機関と連携がとれているか

・組織基盤、団体の活動規模に見合った計画となっているか

・課題を取り巻く環境（行政の動向、地域の現状）、変化する環境に合わせた中長期の計画が策定

できているか 等

④ 支援活動の内容

・子どもたちのどのような力を引き出し高めるかが明確で、それに応じた活動内容となっているか
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・子どもが自らの力を発揮してたくましく成長していくことを後押しする活動か

・子どもたちの中長期的な成長に繋がる支援活動であるか

・環境、機会、物資等の不足を補うための活動の場合、子どもたち及び地域のコミュニティの力を

引き出すための活動になっているか

・被災したコミュニティの再生または新たなコミュニティの形成に繋がる活動であるか 等

⑤ 目標（課題）・フェーズ（段階）・手法（活動）の適合性

・支援地の課題を明確にとらえ、目標の達成や課題の解決に有効な活動内容となっているか

・活動の方針・ゴールを具体的にイメージしているか

・活動のゴールまでの段階に応じて、目標の設定や活動の見直しを行えているか

（状況が変化しているにも関わらず、同じことの繰り返しになっていないか）

⑥ 被災地主体

・被災地域が中心となった活動または被災地に根ざした活動であるか

・被災地外からの支援活動の場合、現地団体と強い連携をもって活動しているか

・支援地の再生・発展への力を引き出し高める活動であるか 等

⑦ 活動費用の合理性

・活動費用が合理的であるか

特に複数年助成となりますので、予算の計画性・合理性を強く求めます 

・費用対効果の高い活動か

・一人あたりの支援金額が高額な場合、受益者から一部自己負担を求める等をしているか 等

⑧ 活動の発展性

・活動状況を広く社会に公開し、支援にかかる別の支援を呼び込むことができるか

・他地域へ波及が見込める活動か

・地域や行政へ課題解決の訴求を行えているか、政策提言を実施できるか 等

区分②資金調達力強化・職員育成事業 

(1) 助成対象期間  2年以上 3年以内

（資金調達力の強化及び職員育成にかかる期間をご申請ください） 

(2) 助成上限額  １年あたりの上限額は 300万円です。

(3) 助 成 率  100％以内 （自己負担がない申請も可能です） 

(4) 対 象 事 業

被災地域の子どものための活動を実施する団体が行う資金調達力の強化や、支援活動を担当する

職員、または事務・管理業務に従事する職員において、業務の遂行に不可欠な能力や、活動の質を

引き上げる能力の向上を目的とした事業で、以下の項目を全て満たすものが対象となります。

① 達成目標

資金調達力の強化

・助成終了時に助成総額と同額以上の資金調達を達成すること。

職員育成 

・目標とした水準まで職員の能力向上が見込まれること。

② 活動期間

・資金調達力強化・職員育成事業で 2年以上の計画があり、計画を遂行すること。
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・子ども支援事業が、資金調達力強化・職員育成事業より 1年以上長く継続する計画であること。

③ 支援終了後の活動・資金調達

・助成期間終了後も被災地域の子ども支援のために継続して活動する見込みであること。

・資金調達力や職員の能力の向上により、被災地域での活動を維持、継続、発展させる意思があ

ること。 

【対象となる資金調達力強化・職員育成事業例】 

(5) 助成対象経費

助成対象期間の活動費用で、以下の表が対象経費となります。 ※活動報告時に領収書が必要

費   目 内   容 

委託費 
寄付者集約システムの構築委託  

資金調達力強化のための団体ホームページ制作・改修費 等 

研修費 資金調達力の強化・職員育成に伴う研修への参加費 等 

人件費 
資金調達担当者の給与・手当 等 (原則、資金調達専任者の人件費のみ) 

※但し、当該助成活動における勤務実績・比率等の書面提出必要

印刷製本費 寄付金集めのチラシ印刷費 等 

広告宣伝費 寄付金集めのための新聞、雑誌などへの広告掲載料 等 

通信運搬費 寄付金集めのチラシの発送費 等 

旅費・交通費 

資金調達力強化及び職員育成研修参加のための交通費、宿泊費 

資金調達力強化及び職員育成研修開催にかかる外部講師交通費 等 

※公共交通機関利用の場合は、最も経済的かつ合理的な交通機関を利用す

ることとする 

※車両を利用した場合は運行日報に基づき、移動距離で精算

謝金 資金調達力強化及び職員育成の研修開催における講師への謝金 等 

その他 上記以外で、資金調達力強化や職員育成に特に必要とされる経費 

(6) 助成対象外経費

・団体運営のための維持管理費（事務所家賃、光熱水費、資金調達に関わらない方の人件費）

・団体での就労がごく短期的なスタッフの育成にかかる研修費等(インターン、ボランティア等)

・採算がとれないチャリティイベント・寄付パーティー等開催にかかる費用 等 

(7) 選考の際に重視するポイント

① 課題の明確性

・継続的な寄付を募る

- 寄付つき商品の開発にかかる費用

・職員・スタッフの育成

- 資金調達力及び子ども支援活動や組織運営に必要な職員の能力の向上が見込まれる

研修への参加費や外部講師を招聘する費用等

  － ファンドレイジングなどの研修 

・資金調達のための広報強化

- 寄付金集めのためのチラシ、動画制作費

- より寄付を募りやすくするための団体ホームページの制作・改修費 等
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・資金調達力の強化、職員の育成に取り組む課題、目的、背景が明確か

② 団体フェーズ（段階）の適合性

・実施規模・内容が、団体規模に対して適切であるか 等

③ 手法の具体性・妥当性

・資金調達力強化・職員育成計画が目標達成に向けて具体的な内容であるか

・資金調達力強化・職員育成を行うスケジュール・組織体制・施策が十分検討されているか 等

④ 発展・波及性

・助成事業終了後も維持、継続、発展させられる内容であるか

・本助成終了後に自立可能な資金調達計画を、助成期間内に立案可能か

・他地域・他団体へ発信、波及が見込めるか、モデルとなりうるか 等

・職員の育成により組織基盤が強化され活動の維持・継続・発展が見込まれるか 等

⑤ 資金調達力強化・職員育成費用の合理性

・助成金額と同等以上の資金を調達できる可能性、費用対効果が高いか

・研修から得られる職員の成長と、投資する資金は釣り合っているか、費用対効果が高いか

・目的と効果のバランスが取れているか 等

⑥ 支援事業の内容・継続性

・子どもたちの中長期的な成長に繋がる支援活動であるか

・子ども支援事業も継続して行える計画・体制となっているか 等

4 助成対象団体 

東日本大震災で被災した地域の子どもたちを取り巻く中長期的な課題の解決、解消に取り組む団体（自

治体、法人、コンソーシアム、ボランティアグループ、仮設住宅の自治会等）のうち、重要性の高い課題の

解決に向け、達成目標を明確にした実行可能な中長期計画に基づき継続的な活動を遂行できる団体で、

次の申請要件を満たす場合に申請の対象となります。 
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■申請要件■

(１) 非営利活動

非営利活動であること。（営利とは、団体の職員・構成員に収益の分配をすることです。収益の分

配がない限り、受益者から実費等を徴収することは問題ありません）

(２) 活動実績

・東日本大震災で被災した地域の子どもを支援する活動をしていること。（東日本大震災で被災した

地域の子どもの支援であれば、被災地における活動だけでなく、全国の避難先の活動でも問題ありま 

せん） 

・2020年 08月 31日時点で、東日本大震災で被災した地域の子どもたちへの支援活動の実績が概ね

2年以上あること。 

(３) 組織基盤

・適切に活動が継続できる人員体制・資金力を有しており、資金管理、経理会計処理ができる組

織であること。

・活動の実施にあたり、安全上及び公衆衛生上の適切な措置が講じられていること。

・活動・行事等の実施において公的な免許・資格・許可等が必要な場合、それを得ていること。

（４） 報告連絡体制

・文書作成ソフト、表計算ソフト等を利用して報告書の作成が可能であること。

・電子メールを使用して、日常の連絡、添付書類等の受信・送信等が出来ること。

※携帯メールアドレスでの申請はできません。

・計画・目標変更があった場合に速やかに当財団担当者と連絡をとれる体制があること。

また、日常的に当財団担当者とコミュニケーションがとれる体制があること。 

・課題解決や目標達成に向け、当財団担当者と積極的にコミュニケーションを図ること。

・イベント開催等活動のスケジュールは事前に当財団担当者に報告をすること。

※事前報告がない場合は助成対象活動とはみなしません。

(５) 活動報告実績

・過去に当財団からの助成または寄付を受けている場合、必要な収支報告・活動報告等の提出等

が完了していること。 

(６) 活動報告会等への参加

助成決定時・助成対象期間終了時等に開催する採択団体を対象とした当財団主催の式典・会合

等に参加すること。

（７） 助成条件への同意

・本応募要項及び別途助成時に指定する助成条件に同意すること。

・助成金は年２回（前期/後期）に分け、前後期それぞれの報告内容確認後に支払うこことする。

(８) 面接

当財団の指定日時、方法（オンラインを予定）での対応が可能であること。(日時は後日指定)

事前相談の実施予定日： 2020年 9月 23日～25日（日程は前後する場合があります）

(９) KPIの設定

・活動内容に関しての KPIを、助成対象期間前に目指すべき姿を見据えて設定すること。

・資金調達に関しての KPIを、助成対象期間前に現状と比較する形で設定すること。
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【重要】2,000万円が上限の助成を希望する場合は、下記の要件も満たすことが必須となります。 

(１) 組織構成

・立場の異なる組織（行政、企業、NPO、財団、有志団体など）が、組織の壁を越えてお互いの強み

を出し合い社会的課題の解決を目指すために構成された団体であること。

・３団体以上から構成され、固有の団体名称を有していること。

※法人格の有無や組織体(コンソーシアム、実行委員会、協議会等)の種類は問いません

※委託や下請け等の主従関係での連携、後援の依頼等の緩い協力は対象外です

・構成団体のうち、1団体は下記の要件を満たしていること。

-現地に根差し活動を行っている。

-東日本大震災の復興支援に概ね２年以上従事している。

-法人格を有している、またはそれに準ずる社会的信用を有している。

(２) 組織体制

・各団体の役割、意思決定プロセスが明確であること。

・各団体の専門性が発揮され、これまでになかった相乗効果が見込まれること。

(３) 資金管理

・構成された団体の専用口座を有し、適切な会計処理を行えること。

(４) ビジョンと戦略

・課題の解決や地域の変革のゴールを描き、目標へ到達するための明確な戦略を有していること。

・多角的な視点から広く打ち手を検討し、最も効果的と思われる計画を論拠と共に説明できること。

(５) 啓蒙・広報手段

・協働して行う事業を広く周知し、多くの協力者の獲得や啓蒙等が見込まれる広報手段を有している

こと。またはその予定であること。 

5 助成金の申請手続き 

(1) 申請手続

(ⅰ)申請書のダウンロード・記入 

次の URL から申請書をダウンロードして、ご記入の上、2 部ご用意ください。 

〔申請書ダウンロード URL〕 

http://minnade-ganbaro.jp/katsudou/project/kodomo_support/2021_josei.html 

（注意事項） 

※必ず 2021年度応募用の申請書を使用してください。過去の申請書様式での応募は、一切受

け付けません。

※区分①子ども支援事業、区分②資金調達力強化・職員育成事業の両区分に申請される場合

は、それぞれ必要書類を 2部ご用意ください。申請書は片面印刷、クリップ留めでご提出ください

（両面印刷、ホチキス留めはしないでください） 

※区分①子ども支援事業の申請書は、上限額によって様式が異なりますのでご留意ください。

http://minnade-ganbaro.jp/katsudou/project/kodomo_support/summary_08.html
http://minnade-ganbaro.jp/katsudou/project/kodomo_support/2021_josei.html
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(ⅱ)必要書類の添付 

必要書類は P 12  2 必要書類  に記載しています。指定された必要書類をご準備ください。 

※必要書類が全て添付されていない場合、受け付けはできません。 

(ⅲ)郵送 

申請書 2部と指定された書類を合わせて、以下の送付先に郵便でご送付ください。 

 

〔送付先〕  

〒980-0013 宮城県仙台市青葉区花京院 1-1-20 

花京院スクエア 23階 ソフトバンク株式会社 内 

公益財団法人東日本大震災復興支援財団 

「子どもサポート基金」担当 行 

※当財団への持ち込みでの申請は受け付けておりません。必ず送付先へ郵送をお願いします。 

 

(2) 受付期間 

2020年 9月 7日（月）～10月 6日（火） ※消印有効 

(3) 留意事項 

提出された書類等は返却いたしません。必要な場合は、必ずコピーを保存してください。 

 

6 選考及び助成の決定 

(1) 選考方法 

当財団が設置する選定委員会において決定いたします。 

(2) 選考の流れ（予定） 

① 一次選考（書類選考） 

全ての申請について書類選考を実施します。 

↓ （一次選考通過団体にのみ 12月中旬ころまでにご連絡します） 

② 二次選考（ヒアリング、面接等）※適宜 

一次選考を通過した団体に対して、原則として面接を実施します。当財団の指定日時・場所で面接を

受けることが申請要件となっておりますので、ご了承ください。 

（予定日：2020年１2月中旬～2021年１月下旬頃 ※日程は前後する場合があります） 

また必要に応じて、電話等でのヒアリング、事業計画、予算の詳細の提出を求める場合があります。 

  

7 選考結果の発表 

発表予定日  2021年 3月１日（月） （予定） 

※団体の名称・助成金額・活動概要等については、当財団のホームページ等で公表いたします。 

※選考の状況により、発表日が変更となる場合があります。その際には、当財団のホームページ上でお知 

らせいたします。 

 

8 助成金の交付条件 

(1) 助成契約 

  契約年数、支払期日、支払い回数等を各団体毎に決定いたします。 
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(2) 支払い 

    支払いは、原則年度ごとに前期（5月）・後期（11月）の 2回に分けて支払いたします。 

      （活動の開始時期や支出の発生時期に合わせ、時期及び回数等を調整させていただきます。）        

(3) その他 

・単年度毎に達成目標・KPIを定め、その進捗状況や成果等を基に次年度の助成金額を見直します。 

  ・事業の進捗状況、目標の達成度合い等により、助成金の減額、助成を中止する場合があります。 

 

9 活動報告等 

   助成を受ける団体は、以下のとおり活動報告・財団との協議等をしていただきます。 

(1) 事業の予定、進捗状況及び実績等の報告  

  ・月次報告 事業の進捗状況及び翌月の活動予定の概要を翌月 10日迄報告 

  ・中間報告 1年の中間時点での事業の進捗状況及び目標の達成状況、収支報告、証憑等を提出 

  ・終了報告 年度終了時、活動実績、収支報告、証憑等を提出 

  ・最終報告 助成期間終了後、助成期間中の実績・成果等を提出 

(2) 次年度の事業計画・資金計画等 

 毎年 12月末～1月末をめどに、目標の達成状況、次年度の事業計画、資金計画等を提出 

(3) 達成目標等の協議 

助成期間中、事業の進捗状況・達成目標・KPI・成果等を当財団と共有・合意し、適宜、事業計画・助

成条件等について協議します。（協議の状況により、助成条件が変更される場合があります） また、

進捗情報の共有、成果の確認のために、当財団及び当財団が指定する関係者によるヒアリング、活

動の視察、会計検査などを実施する場合がございます。 

(4) その他留意事項 

・活動報告の書式は当財団が指定いたします。 

・活動報告の内容の全てまたは一部を、当財団のホームページ等で公表します。 

・事業の進捗状況や達成度によって助成継続の可否、助成金額等を判断します。 

そのため、助成金の減額や助成を中止する場合があります。 

 

10 その他 

・申請団体は、応募書類の提出をもって、本募集要項の記載内容を承諾したものとみなします。 

・記載間違い、書類の不備等により不採択となる場合もございますので、ご注意願います。 

 

11 問い合わせ先 

本基金についてのご質問は、下記までお問い合わせください。 

（お問い合わせ） 

公益財団法人東日本大震災復興支援財団   

「子どもサポート基金」 担当 宛て 

Mail: kodomo_sp@minnade-ganbaro.jp 

../../../../../Downloads/kodomo_sp@minnade-ganbaro.jp
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 1区分①子ども支援事業における宿泊を伴うプログラムの申請上の注意点  

子どもの参加頻度が月に 1回以上あることが申請の対象となります。短期間の宿泊プログラム（例：「夏休み期

間中 1 週間のみの宿泊プログラム」など）は助成対象にはなりません。ただし、リーダーシップ教育等の人材育

成を目的とした活動、子どもの支援活動を通じた地域コミュニティの維持・再生等に関わる活動は例外的に認

められる場合がありますので、詳しくはお問い合わせください。また、その他、上記に該当しない活動がありまし

たら、お問い合わせください。 

 

支援対象となる子どもたちの宿泊を伴うプログラムの申請条件・注意事項は、以下のとおりです。 

(1) 申請にあたって満たす必要がある条件 

① 適法な運営 

プログラムの実施にあたり旅行業・旅客運送業等の免許・許可等が必要となる場合、該当する免許・

許可等を得ていること。または免許・許可等を所持している適法な業者と連携の上、実施すること。 

② 安全管理 

申請者が責任をもって安全管理・衛生管理等を行うこと。 

③ 自己負担金（参加費）の徴収 

参加者から自己負担金（参加費）を徴収すること。 

※原則として、参加費無料の宿泊プログラムは助成対象になりません。 

 

(2) 申請可能な額 

① 参加者にかかる費用 

申請可能な金額は、参加者一人一泊あたり 9,000円までです。 

※一人一泊 9,000円には、宿泊費・移動交通費（公共交通機関・貸切バス・レンタカー等）・旅程中の 

体験活動の参加費用など参加者に関する費用全般を含みます。 

※参加者一人一泊あたり 9,000円以上かかるプログラムであっても、子どもサポート基金への応募 

は可能です。但し、当財団へ申請可能な金額は一人一泊あたり 8,000円までとなります。 

② 運営費用 

人件費・安全管理にかかる費用など、申請事業の運営にかかる費用については、参加者にかかる

費用とは別途、申請可能です。 

(3) 選考の際に重視される点  

・プログラム内容が、集団でのイベント・旅行にとどまることなく、明確な課題意識を設定しその解決を

目指したものになっているか、または目標や達成したい事項が明確で、プログラム内容がそれに応じ

たものになっているか。 

・子どもたちへの長期的な教育効果が期待できるプログラム内容であるか。 

・受け入れ地域との連携が密にできているか等。 

 

（別紙） 
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 2 必要書類  

申請にあたって、必要となる提出書類は以下のとおりです。             ●：必須提出 △：有る場合提出 

 書類名 備考 提出部数 区分① 区分② チェック欄 

1 
申請書（様式 1） 

（区分①子ども支援事業） 片面印刷で 1 部ずつクリップ留

めをしてください。（両面印刷や

ホチキス留めはしないでくださ

い。） 

2部 ●   

2 

申請書（様式 2） 

（区分②資金調達力強化・

職員育成事業） 

2部  ●  

3 団体に関する説明資料 
会社案内、法人案内、団体設立

の趣意書など。 
1部 ●  

4 
団体の定款または 

それに相当するもの 

定款がない場合は、定款に相当

する団体規約・規程。 
1部 ●  

5 意思決定機関の名簿 役員名簿など。 1部 ●  

6 

直近の決算書・活動報告

書またはそれに相当する

もの 

直近の決算書や活動報告書が

ない場合は、それに類するもの

をご提出ください。 

（複数団体が協働し団体を新設

する場合は不要） 

1部 △  

7 支援活動実績 

東日本大震災に関するこれまで

の支援活動の報告書、HP の記

載、写真など。主要な活動のみ

で結構です。 

1部 ●  

 ※「申請書」の内容をもとに選考いたしますので必要な情報や重要な事項は、申請書内への記述をお願い 

いたします。 
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 3 送付先   

申請書類の送付先は、以下のとおりです。（切り取って郵送用のラベルとしてお使いいただけます。） 

※申請期間中のみ開設している受付窓口です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要書類 1または 2の「申請書」については、電子メールでも同時に送付をお願い致します。 

メール送付頂くファイルは代表者印押印前のもので結構です。Wordデータにて送付ください。 

※1または 2の押印済み「申請書」及び 3～7は郵送をお願い致します。 

 

送付先アドレス：kodomo_sp@minnade-ganbaro.jp 

以下のテンプレートにて送付をお願い致します。 

 

件名：〇〇〇〇_【申請】2021年度子どもサポート基金 (※〇〇〇〇は団体名を記入ください） 

本文： 

【申請日】 

【団体名】 

【ご担当者名】 

【ご連絡先】 

 
〒980-0013            
 
宮城県仙台市青葉区花京院 1-1-20 
花京院スクエア 23階 
ソフトバンク株式会社 内 
公益財団法人東日本大震災復興支援財団 
「子どもサポート基金」担当 行 

 

キリトリ 

キリトリ 

mailto:kodomo_sp@minnade-ganbaro.jp
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  4  (FAQ)よくある質問  

 

 項目 質問 回答 

1 助成継続 単年度ごとに助成継続の判断をされ

るということですが、助成の中止等も

ありえますか。 

目標の達成度合いや事業の進捗状況に

ついてご報告をいただきます。 

そのうえで状況などを判断し、助成金の

減額、助成の中止になる場合がありま

す。 

2 助成対象 法人格のないボランティア団体です

が、申請はできますか。 

法人格がなくても申請可能です。 

3 助成対象 他の助成団体にも申請中です（他の

助成団体から同一の活動に対して

一部助成を受けています）が、申請

は可能ですか。 

費用の切り分けが明確であれば申請は

可能です。 

4 対象団体 被災地で活動しているＮＰＯ法人で

すが、申請できますか。 

対象団体は、被災地域の子どものため

の活動を実施する団体となります。 

5 対象活動 支援対象となる「子ども」とは何歳く

らいまでですか。 

大学生までです。 

6 対象期間 子ども支援事業、資金調達力強化・

職員育成事業で 4年以上の申請

は、可能でしょうか。 

本募集では子ども支援事業並びに、資金

調達力強化・職員育成事業は 2年以上 3

年以内となります。 

7 対象事業 2016年度及び 2018年度複数年助

成を受けていますが申請可能です

か？ 

申請可能です。但し、過去の助成期間中

の活動等含め総合的に審査されます。 

8 対象事業 

(区分①) 

どのような支援活動が申請対象にな

りますか。 

申請団体が主体となって取り組む東日本

大震災で被災した地域の子どもたちへの

支援活動で重要度の高い課題解決等に

向け、2年以上の中長期計画がある活動

となりますが、助成の可否は選定委員会

で決定されます。 

また重視される点については、応募要項

に記載しておりますので、ご確認くださ

い。 

宿泊を伴うプログラムについては、別紙

条件をご確認ください。 

9 対象事業 

(区分①) 

子どもを持つ保護者への支援活動

は申請対象になりますか。 

子どもたちの生活環境を改善することに

繋がる保護者への支援活動であれば、

対象になります。 
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10 対象事業 

(区分①) 

震災伝承活動とはどのような活動が

対象となりますでしょうか 

子どもたちが後世につなぐ為の震災伝承

活動です。例えば被災地域での語り部や

防災意識の醸成活動などです。 

11 対象事業 

（区分②） 

資金調達力の強化とは具体的にど

のような事業ですか。 

被災した子どものための活動を実施する

団体が被災地での活動を維持、継続、発

展するために必要な資金調達をするうえ

で課題としていることを解決する事業で

す。 

以下事業例 

・寄付つき商品の開発 

・寄付金集めのチラシを作成する 

・資金調達力強化の研修に参加 

・クレジット寄付、ネット募金、クラウドフ

ァンディング 等 

上記にとらわれず、団体の資金調達力強

化に必要な事業を検討・申請してくださ

い。 

12 対象事業 

（区分②） 

複数団体で連携して職員育成を実

施する場合、申請可能ですか？ 

申請要件を満たしていれば可能です。 

 

13 対象事業 

（区分②） 

職員育成の助成で資格取得の研修

を受けることはできますか？ 

業務の効率化や活動の質の向上が見込

まれる資格であれば対象となります。判

断がつかない場合は個別にご相談くださ

い。 

14 助成金 

 

事業にかかる費用全額を申請する

ことは、可能ですか。 

区分①子ども支援事業助成については、

活動費用総額の最大 80％までが助成対

象です。（20％以上の自己負担金が必要

です） 

また、資金計画における他の財源の確保

状況等は選考の際に考慮されます。 

区分②資金調達力強化・職員育成の助

成については、自己負担がない申請も可

能です。 

15 助成金 助成金の支払いは前払いですか、

後払いですか。 

支払の発生時期等を考慮して、助成契約

締結時に個別に調整させていただく予定

ですが、前期は５月、後期は 11月を予定

しています。申請内容によっては、分割

払い、後払い等の助成条件が付される場

合があります。 
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16 書式 申請書の枠に、記入内容が収まりま

せん。枠やページは増やして良いで

すか？ 

適宜、文書作成ソフトや表計算ソフトを用

い、枠を大きくしてご記入いただいて問題

ありません。ただし、できるだけ簡潔にご

記入ください。 

  

その他の質問については、下記までお問い合わせください。 

 

 

（お問い合わせ） 

公益財団法人東日本大震災復興支援財団   

「子どもサポート基金」  担当  

Mail: kodomo_sp@minnade-ganbaro.jp 
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